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築20年以上 167棟（93%） 20.5万㎡（90%）

対象建物

179棟

22.7万㎡

（年度）

築30年以上

1.4万㎡(6%)

築40年以上

12.6万㎡

築20年以上

0.2万㎡(1%)
築10年以上

1.5万㎡(6%)

築50年以上

6.4万㎡(28%)

44棟（25%）

築10年未満

0.8万㎡(3%)

築年別整備状況

新耐震基準（昭和57年以降）

44棟（25%） 3.8万㎡（17%）

旧耐震基準（昭和56年以前）

135棟（75%） 18.9万㎡（83%）

築30年以上 161棟（90%） 20.3万㎡（89%）

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 単層体育館中学校 単層体育館小学校 重層体育館中学校 給食室 その他 その他

人口 人

公共施設保有量 ㎡

児童生徒数 人

22 校 ㎡

11 校 ㎡

0 校 ㎡

0 校 ㎡

0 校 ㎡

計 33 校 ㎡

普通学級数の将来推計 →

11学級以下 5 校 → 5 校

12～18学級 11 校 → 10 校

19学級以上 6 校 → 7 校

11学級以下 4 校 → 4 校

12～18学級 6 校 → 6 校

19学級以上 1 校 → 1 校

(R5.1.1) 230,229

(R5.3.31) 380,607

(R6.5.1) 16,131

中
学
校

学
校
施
設

小学校 142,384

中学校 84,748

義務教育学校 0

高等学校 0

特別支援学校 0

227,132

R6年度 R16年度

小
学
校

事例４ 住民意見を踏まえた「新しい学校像」を個別施設

計画に反映
「上尾市学校施設更新計画基本計画」 Ｒ3年５月策定

Ｒ５年３月改定

【埼玉県上尾市】

事例のポイント

（背景、見直しの目的、問題点）

上尾市の前計画は、総合管理計画に基づき35％のコストカットを目標とする学校再編を含む計

画だったが、住民合意に至らず実行できないでいた。幅広く住民の意見を聞き上げて、学校施設の

あり方を検討し直す必要があった。

（主な取組）

⚫ 新たな教育環境及び学校施設のあり方の検討

⚫ 児童生徒数の将来推計

⚫ 学校の適正規模・適正配置の検討

⚫ アンケート、ワークショップ、地域公聴会、パブリックコメント等による住民からの意見聴取

⚫ 庁内検討委員会による合意形成

⚫ 個別施設計画として事業の実施時期、コストを明確化

（成果）

学校施設のあり方や適正規模・適正配置方針の合意形成と、個別施設計画による事業の具体化。

（今後の展開）

事業費が上昇する中、財源を適切に確保することで計画を着実に実施していくことが課題となる。

学校施設の保有状況地方公共団体情報

出典：上尾市教育委員会より提供 一部加筆

施設情報の更新
将来推計を踏まえた
望ましい学習環境の

検討

部局横断的な
検討体制

詳細な
予算計画の策定

新たな施策との
連携

総合管理計画との連携
及び複合化・集約化等
（施設情報の一元化）

取り上げる主な取組
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１）取組概要

【図表 個別施設計画の位置づけ】

⚫ 「基本方針」として、学校別の児童・生徒数、学級数の推計を基に、適正な学校規模と学校配置の

考え方を設定。

⚫ 「基本計画」として、学校施設の老朽化状況を踏まえた効率的・効果的な更新や学校施設と他の

公共施設との複合化を検討するほか、将来の児童生徒数に合わせた学校規模の適正化の検討

など、公共施設マネジメントの視点とのバランスを考慮して計画の方向性を設定。

２）個別施設計画の構成

⚫ 上尾市は、Ｒ３年５月に「上尾市学校施設更新計画基本計画」（以下「基本計画」という。）として、

公共施設等総合管理計画に基づき35％のコストカットを目標とする学校施設の再編を含む計

画を作成した。

⚫ 基本計画を公表したところ、住民からコストカットありきの計画であるなどと、６つの地域説明会

から意見が噴出、その後市長が見直しを決定した。

⚫ Ｒ４年度に基本計画の見直しを12か月かけて実施。経費35％の枠にとらわれない教育的観点

に主眼を置いた計画として改定（過去経費水準の1.2倍の計画として財政制約ラインを引き上げ

ての対応）。

⚫ 検討にあたり、検討委員会を、教育委員会と首長部局の部課長で組織。教育総務課内に計画推

進のために新設された「新しい学校づくり担当」で計画の見直しを推進。アンケート集計、ワーク

ショップ支援、地域ごとの人口推計などの一部を外部委託として対応した。

⚫ アンケートは、児童生徒の全世帯、全教職員、及び無作為の市民を対象とし、計２万件。適正規模

化や新しい学校像について尋ねた。

⚫ 見直した計画は、保護者へ周知し、またＰＴＡ連合会や市内6カ所の地域ごとで組織されている

自治会連合会で説明したが、特段の反響は起きておらず、一定の理解を得ているものと考えら

れる状況である。

⚫ 「実施計画」は、Ｒ５

年度に教育委員会

事務局で作成し、市

個別施設管理基本

計画等評価委員会、

教育委員会で承認。

学校ごとの実施行

程を明確化。
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【基本方針】

平成２９年度 ７月 上尾市学校施設更新計画策定委員会及び作業部会設置

２月 これからの学校施設を考えるアンケートⅠを実施

平成３０年度 退職校長会（2名）、市ＰＴＡ連合会（4名）、学校評議員（6名）、公募市民（2名）からなる学校施

設ミーティングを３回実施

小中学校校長会（２名）、区長会連合会（２名）、市ＰＴＡ連合会（２名）、有識者（１名）からなる上

尾市学校施設更新計画懇話会を２回実施

３月 上尾市学校施設更新計画基本方針（案）を作成

平成３１年度 ７月～８月 基本方針（案）のパブリックコメントを実施

１１月 定例教育委員会で基本方針を報告

１２月 上尾市個別施設管理基本計画等評価委員会にて承認

【基本計画】

平成３１年度 基本計画策定の検証を「ふるさと財団」モデル事業を利用して実施（計３回報告）

9月～10月 適正規模・適正配置を念頭とした再編案を更新計画作業部会にて検

討し、その内容をモデル事業の再編案とした

 ３月 ふるさと財団のモデル事業報告内容を策定委員会へ報告

令和２年度 未就学児世帯に対するアンケート、コストシミュレーションを行い、１月末から基本

計画パブリックコメント実施

令和３年度 ４月 教育委員会にて協議・承認

７月 市内６カ所で地域説明会を実施 様々な意見をいただき計画見直しを決定

８月 市議会が調査特別委員会を設置（計画内容及び見直し内容問答）

１２月までに４回内容聴取 １月市議会より提言書

令和４年度 計画の見直しを実施

見直し計画策定までに、調査特別委員会にて７回の内容聴取、保護者等へ大規模な

アンケート、ワークショップ、地域公聴会、基調講演会、パブリックコメントを実施

３月 基本計画の改定

【実施計画】

令和５年度 実施計画の作成を実施

施設更新の実施手法の整理、具体的な５年間の実施行程検討、効率的な建替え・コスト平準化

シミュレーションを実施

３月 実施計画の策定

【図表 学校施設更新計画策定から見直しの経過】

【図表 令和４年度 基本計画見直しのスケジュール】

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

1 更新計画の見直し作業 素案 パブコメ案 最終案 改定

・学校施設のあり方検討

・検討事項の調査・分析

・児童生徒数の推計

・学校の適正規模・適正配置検討

2

・アンケート 市民無作為抽出

未就学児保護者無作為抽出 ●

・Webアンケート 児童生徒、小中学校保護者、教員

・基調講演会 ２回 ●

・ワークショップ ６箇所計１２回

・公聴会 ６箇所計６回

・説明動画 ●

・パブリックコメント ●まとめ

3 上尾市学校施設更新計画検討委員会 ● ● ● ● ● ●

4 協議 協議 協議 議案

5 議会 報告 報告 報告 報告

教育委員会

令和４年度

意見聴取

報告書
集計・分析・

まとめ
回収

発送

配布

策定

見直し
に至る
経緯

見直し
計画の
策定

50



⚫ 教育総務部長を委員長とする検討委員会を立ち上げ、令和４年４月から９月までに素案を作成、

以降地域ワークショップやパブリックコメント、公聴会などを実施して計画を改定した。なお、委

員会開催に先立ち、教育委員会事務局のみで行う調整会議も別途実施し、内容調整した上で、検

討委員会で協議している。

３）計画見直しの取組体制

検討委員会

委員長：教育総務部長 副委員長：学校教育部長

委 員：教育部総務次長、学校教育部次長、秘書政策課長、行政経営課長、財政課長、施設課長、危機

管理防災課長、保育課長、青少年課長、福祉総務課長、市民協働推進課長、都市計画課長、生

涯学習課長、図書館長、スポーツ振興課長、学務課長、指導課長、学校保健課長、中学校給食

共同調理場所長

意見聴取

✓ アンケート：児童生徒、保護者、地域住民、教員 約1.97万人からの回答

✓ ワークショップ：市内６カ所で開催し、参加者119人からの意見

✓ 地域公聴会：市内６カ所で開催し、公述人49人からの公述

✓ パブリックコメント：96名 375件の意見

主な検討事項

✓ 児童生徒数の推移・見込み（将来推計）

✓ 学校の適正規模・適正配置

✓ 通学区、通学路、通学距離

✓ 新たな教育環境の整備、持続可能な教育環境

づくり

✓ 施設の複合化（学童保育所等）、既存施設の

活用

✓ 学校施設の長寿命化

✓ 地域の拠点施設（交流・防災）としての学校のあり方

✓ 計画期間

✓ 水泳授業及びプール施設のあり方

✓ 給食調理方式

✓ 小中一貫教育の導入

【図表 計画のコンセプト・計画の方向性】

⚫ 100年先の未来においても子供たちが毎日「学校に行きたい」と思う「魅力あふれる学校」をコ

ンセプトに方向性を設定。

４）計画見直しの概要
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【図表 新しい時代の学びにふさわしい学校づくり（教育環境の整備方針）】

※「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」最終報告

※
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（計画の進捗）

⚫ 計画の進捗を図るため令和６年度に、新しい学校づくり推進室を設置。

⚫ 教育委員会内に技師は６名（設備１、建築５）。うち、３名は新しい学校づくり推進室に所属。

⚫ 旧耐震の校舎は基本的に施設を建替えたうえで、長寿命化にシフトしていく方針。

新耐震の校舎（全体の17％）は長寿命化改修。

⚫ Ｒ６年度は、計画に基づき３校（２か所）で設計委託中。

① 体育館の建替え（耐力度点数が基準点以下の見込み）

② 小中隣接地を一体で建替え

⚫ 水泳授業は、学校以外のプールを活用し継続を決定、民間スイミングスクールを活用した水泳授

業を実施。

（適正規模・適正配置）

⚫ 12～18クラスを適正規模とし、小学校は全ての学年で1学級の状態が5年以上継続する場合、

中学校は、8学級以下の状態が5年以上継続する場合に再編の検討を行う方針。

⚫ 計画書には、個別施設の統廃合の時期を明記していないが、再編検討対象校（小２、中１）につい

ては明記している。

⚫ 直近で、平方北小で、再編検討協議会を立ち上げて進めている。協議会は在籍児童保護者、未就

学児保護者、地域住民、識見を有する者、校長、教員など15名程度。

（複合化）

⚫ 小学校では学童との複合化を計画。

⚫ 教育委員会が市長部局側に対し、学校施設の建替え計画に合わせて近隣の耐用年数が迫る社会

教育施設等との複合化を提案し、庁内の市個別施設管理基本計画等評価委員会で決定するとい

う手順。

⚫ 具体的な事業提案は総合管理計画の部門ではなく、施設所管課に任せられている。

（財源確保）

⚫ 建替えの財源は、危険改築（学校施設環境改善交付金）または新増築（公立学校施設整備費負担

金）を想定。

５）その他の取組
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人口 人

公共施設保有量 ㎡

児童生徒数 人

25 校 ㎡

11 校 ㎡

0 校 ㎡

0 校 ㎡

0 校 ㎡

計 36 校 ㎡

普通学級数の将来推計 →

11学級以下 10 校 → 14 校

12～18学級 15 校 → 11 校

19学級以上 0 校 → 0 校

11学級以下 6 校 → 8 校

12～18学級 5 校 → 3 校

19学級以上 0 校 → 0 校

中
学
校

学
校
施
設

小学校 164,913

中学校 81,077

義務教育学校 0

高等学校 0

特別支援学校 0

245,990

R6年度 R16年度

小
学
校

(R5.1.1) 187,880

(R5.3.31) 533,833

(R6.5.1) 12,373

事例５ 新しい学校づくり推進事業の実施

「小田原市学校施設中長期整備計画」Ｒ2年12月策定
「小田原市新しい学校づくり推進基本方針」Ｒ５年12月策定

「小田原市新しい学校づくり施設整備指針」Ｒ7年４月策定（予定）

事例のポイント

【神奈川県小田原市】

学校施設の保有状況地方公共団体情報

出典：小田原市教育委員会より提供 一部加筆
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小学校校舎 中学校校舎 小学校屋内運動場 中学校屋内運動場 武道場 幼稚園 給食センター

旧耐震基準(昭和56年以前)
101棟 157,002㎡(67%)

新耐震基準(昭和57年以降)
48棟 87,762㎡(37%)

（背景、見直しの目的、問題点）

小田原市は、個別施設計画である「小田原市学校施設中長期整備計画」を策定する際、児童生徒

数の減少に対応した学校再編の必要性を認識したが、検討と具体化には相応の時間を要すると判

断し、子供たちの未来にとって望ましい教育環境について考える「新しい学校づくり推進事業」に取

り組むこととした。

（主な取組）

⚫ 新しい学校づくり推進基本方針の策定

⚫ 新しい学校づくり施設整備指針の策定

⚫ 新しい学校づくり推進基本計画の検討

（成果）

⚫ 基本方針において、「10年後の新しい学校」のイメージと検討論点の整理

⚫ 整備指針において、改築・長寿命化改修時の施設の機能水準等の整理

⚫ モデル地域におけるワークショップを通して、今後の合意形成に向けた課題整理

（今後の展開）

地域の学校配置案を提示する「新しい学校づくり推進基本計画」の策定と、配置案に基づく地域と

の合意形成を経て、個別施設計画に改築・長寿命化改修の実施計画を反映し、具体の施設整備を進

めていく。

施設情報の更新
将来推計を踏まえた
望ましい学習環境の

検討

部局横断的な
検討体制

詳細な
予算計画の策定

新たな施策との
連携

総合管理計画との連携
及び複合化・集約化等
（施設情報の一元化）

取り上げる主な取組
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【図表 計画の位置づけ】

【図表 検討スケジュール】

基本方針の策定 基本計画・整備指針の
検討・策定

中長期整備計画
見直し

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度～

地域への説明と合意形成（説明会・意見交換会・ワークショップ等）

中長期
整備計画
の見直し

基本方針

整備指針

小田原市新しい学校づくり検討委員会

基本計画 改築・
長寿命化
改修の実施

1

２

3 ４

第６次小田原市総合計画
「2030ロードマップ1.0」

市有施設の管理運営に係る基本方針
（公共施設等総合管理計画）

小田原市教育大綱

学校施設中長期整備計画

学校施設整備
基本方針

新しい学校づくり推進基本方針
子供たちの未来にとって望ましい教育環境～10年後の新しい学校のイメージ～

～どこにどのような学校をつくるか～

新しい学校づくり推進基本計画
～どのような建物をつくるか～

新しい学校づくり施設整備指針

新しい学校づくり
検討委員会（R4～）

アンケート、パブリックコメント、
意見交換会等で意見反映

新しい学校づくり推進事業

市有建築物
維持修繕計画

公共施設再編
基本計画

個別施設計画

地域
保護
者

学校

教育振興
基本計画

見直し

3 ２

1

４

１）取組概要

⚫ 今後の学校施設の改築（建替え）・長寿命化改修につなげる取り組みとして、「新しい学校づくり

推進事業」を立ち上げた。同事業では、少子化や技術革新などの社会変化に伴い、新しい時代の

学校教育や教育環境が求められている状況を踏まえ、子供たちの未来にとって望ましい教育環

境について考えることを目的としている。

⚫ 令和5年１２月に、新しい学校づくりを進めていくための羅針盤として、「10年後の新しい学校の

イメージ」を示すとともに、今後新しい学校づくりを実現するために検討や整理が必要な事項を

まとめた「新しい学校づくり推進基本方針」を策定した。

⚫ 方針策定にあたっては、有識者、小・中学校長、保護者・自治会の代表、公募市民で構成される

「新しい学校づくり検討委員会」を令和４年４月から開催し、幅広い視点から検討を行った。また、

保護者や教職員、地域関係者を対象としたアンケートの結果も参考にした。

55



【図表 「新しい学校づくり推進基本方針」の4つの視点】

新しい学校

学校における
学び

学校と
地域との関係

学びの規模・
学校配置の考え方

学校の
マネジメント

【図表 新しい学校イメージ（抜粋）】

学校と地域のつながり強化 教職員の働き方改革につながる
学校づくり

出典：「小田原市新しい学校づくり推進基本方針」より抜粋

地域資源を生かした学びの充実 学びの可能性を広げる
デジタルの活用

地域の実情に応じた複合化の推進

全ての子供が共に学び合う
「インクルーシブ教育」の実現
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① 多様な「学び」を支える学習空間

（普通教室/多様な学びを支える学習空間（オープンスペースなど）/特別教室/インクルーシブ教育の

充実に資する空間づくり/図書室機能の充実/校庭・体育館）

② 豊かな活動を支える生活空間

（バリアフリー・ユニバーサルデザイン/トイレ/「居場所」の充実/教職員の働く空間（職員室他）)

③ 地域に開かれた学校

(地域利用スペース/放課後の活動スペース/避難所機能/他の施設との複合化/動線、セキュリティの

確保（駐停車スペース含む）

④ 持続可能な施設づくり

(環境への配慮/木材活用/管理運営・整備手法)

⚫ 整備指針は、学識経験者や学校長から構成される「新しい学校づくり施設整備指針検討部会」に

よる4回の検討に加え、防災、地域コミュニティ、環境、林業等の庁内関係課で構成された庁内

ワーキンググループによるテーマ別検討に基づき策定している。

⚫ 学校施設の現状と課題に対して、基本方針で示した「10年後の新しい学校のイメージ」をもとに、

次の4項目から「新しい学校施設」のイメージと整備の方向性を図やイラストを交え、具体的に示

している。

２）整備指針の策定

【図表 普通教室の整備イメージ】

出典：「小田原市新しい学校づくり施設整備指針」より抜粋
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出典：「小田原市新しい学校づくり施設整備指針」別冊より抜粋

⚫ 「新しい学校施設」のイメージと整備の方向性を具体化するために、整備指針別冊資料編と活用

マニュアルを作成している。

⚫ 資料編は、必要諸室・面積や建築全般、各室計画等について、より具体的な整備内容を整理する

とともに、参考となる整備事例や実情に対応した選択肢等を示している。活用マニュアルは、改

築・長寿命化改修を実施する段階での本編、資料編の活用方法、庁内・学校・地域での合意形成、

条件整理～設計・施工発注等の業務の進め方等を整理している。

⚫ これらは、整備指針の本編を補完し、各項目の課題等に対する考え方、学校や地域の実情に応じ

た選択肢、合意形成等に対応するための参考図や事例等を整理したものである。

【図表 教室・オープンスペース・多目的室の配置例 一覧表 （部分）】
【メリット】 ・他の学級の騒音等の影響が比較的少なく、採光、通風が有効に確保できる。

【デメリット】 ・敷地に対して校舎面積が大きくなり、狭隘な敷地での計画に困難が伴う。

【メリット】 ・学習活動面で効率的な配置であり、対面が特別教室のため騒音等の影響が少ない。
・片廊下型に比べて狭隘な敷地での計画に適している。

【デメリット】 ・採光、通風、騒音対策に十分配慮する必要がある。
・活動が他教室からの児童生徒の移動に左右される。
・特別教室の地域開放による外部利用者の動線に配慮した配置が重要である。

【メリット】 ・学年のまとまりが取りやすく、学級数の増減にもフレキシブルに対応できる。
・片廊下型に比べて狭隘な敷地での計画に適している。

【デメリット】 ・採光、通風、騒音対策に十分配慮する必要がある。
・利用時に学年、学級間の調整を行うことが重要である。

【メリット】 ・多目的室とオープンスペースを兼用でき、様々な使い勝手に対応できる。

【デメリット】 ・普通教室との位置関係に配慮する必要がある。
・利用時に、学年、学級間の調整を行うことが重要である。

【メリット】 ・改修でも整備することが可能。

【デメリット】 ・普通教室との位置関係に配慮する必要がある。
・利用時に、学年、学級間の調整を行うことが重要である。
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学校施設の保有状況

事例６ 学校再編に向けた市民との合意形成

【静岡県牧之原市】

地方公共団体情報

出典：牧之原市教育委員会より提供 一部加筆

「牧之原市公共施設マネジメント個別施設計画」 Ｒ3年３月策定
Ｒ６年３月改訂

事例のポイント

（背景、見直しの目的、問題点）

牧之原市の児童生徒数は、ピークであった昭和６０年度に比べて令和２年度は約半分になり、今

後も減少することが予測されている。また、旧耐震基準の市有施設のほとんどは学校施設であり、

教育環境が低下していた。そこで、目指す教育環境の実現のため、平成28年度に小中学校再編の

の検討を行うことを決め、望ましい教育環境のあり方に関する方針の策定（H29-H30）、学校再

編計画（R1-R3）、義務教育学校再編基本構想・基本計画（R4-R5）と進めてきた。

（主な取組）

⚫ 市内の小学校８校と中学校２校を義務教育学校２校に再編する学校施設整備基本構想・基本

計画の策定

（審議会の運営、市民説明会・意見交換会などによる幅広い意見聴取）

（成果）

義務教育学校開校に向けた合意形成

（今後の展開）

令和12年度及び令和15年度の開校に向けて、用地取得、施設の建築設計、造成設計及び建設工

事などを実施していく。
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築20年以上 48棟（96%） 5.6万㎡（97%）

対象建物

50棟

5.8万㎡

（年度）

築30年以上

0.5万㎡(10%)

築40年以上

2.5万㎡(43%)

築20年以上

0.1万㎡(2%)
築10年以上

0.2万㎡(3%)

築50年以上

2.4万㎡(42%)

22棟（44%）

築10年未満

0㎡(0.%)

新耐震基準（昭和57年以降）

12棟（24%） 1.4万㎡（24%）

旧耐震基準（昭和56年以前）

38棟（76%） 4.4万㎡（76%）

築30年以上 47棟（94%） 5.4万㎡（95%）

小学校校舎 中学校校舎 小学校体育館 中学校体育館 中学校武道場 その他給食センター

施設情報の更新
将来推計を踏まえた
望ましい学習環境の

検討

部局横断的な
検討体制

詳細な
予算計画の策定

新たな施策との
連携

総合管理計画との連携
及び複合化・集約化等
（施設情報の一元化）

取り上げる主な取組

人口 人

公共施設保有量 ㎡

児童生徒数 人

8 校 ㎡

2 校 ㎡

0 校 ㎡

0 校 ㎡

0 校 ㎡

計 10 校 ㎡

普通学級数の将来推計 →

11学級以下 5 校 → 0 校

12～18学級 3 校 → 1 校

19学級以上 0 校 → 1 校

11学級以下 0 校 → 1 校

12～18学級 2 校 → 1 校

19学級以上 0 校 → 0 校

中
学
校

学
校
施
設

小学校 37,093

中学校 19,092

義務教育学校 0

高等学校 0

特別支援学校 0

56,185

R6年度 R16年度

小
学
校

(R5.1.1) 43,497

(R5.3.31) 145,394

(R6.5.1) 2,713
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【図表 関連する計画との関係）】

学校施設個別施設
計画を含む

義務教育学校への再編に向け、事業の実行段階で組織体制を構築し、市民との対話や関係者との

合意形成を図る

⚫ 静岡県牧之原市では、未来の子どもたちのための新しい学校づくり計画（学校再編計画）を令和

4年3月に策定し、同計画に基づき小学校８校と中学校２校を義務教育学校２校に再編し、それ

ぞれ、令和12年度及び令和15年度に開校する計画を進めている。

⚫ 新しい学校を作るプロセスでは、実行性の高い計画とするため、教育委員会部局と市長部局が

協力して全庁体制で横断的に検討し計画を進めている。

⚫ 計画策定、基本設計、実施設計から建設に至るまでの各ステップで、広く市民や関係者の意見を

取り入れ、長く地域に愛される学校を目指し、学校再編や施設の修繕についても並行して検討し、

老朽化した施設の利活用を考慮した効果的な計画としている。

⚫ さらに、新たな義務教育学校の教育目標、校歌、校則、PTA 組織等については、開校4～5年前

に準備委員会を立ち上げ、関係者とともに具体的な検討を行うなど、地域の声を反映させた学

校づくりが推進される体制を整えている。

１）取組概要
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【図表 基本構想・基本計画策定までの流れ】

市、審議会、市民参加で合意を
図りながら計画を策定

２）合意形成のプロセス
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⚫ 市では、市立小学校８校、中学校２校を再編して、新たに１年生から９年生までを一貫して育むこ

とができる「義務教育学校」を２校つくる。「牧之原市義務教育学校施設整備基本構想・基本計

画」は、新しくつくる学校施設の整備に係る基本的な考え方を示すものである。

３）基本構想から基本計画まで
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望ましい教育のあり方に関する方針と
学校再編計画に基づき策定
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４）地域ごとの具体の計画と合意形成への取り組み
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地域ごとの具体の考え方やスケジュールを
わかりやすくまとめ、合意形成を進めている
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